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I 背景と目的 の 平地農業地域以覚では 農地の傾斜条件が 地域 区 

分の基準として 採用されていない 倒、 田切， 2002) 。 
中山間地域農村は ，営農や生活に 関わる自然条 また，地域振興立法の 山村振興法，過疎法では 農 
件，社会経済条件が 不利な地域として ，多くの振 地の傾斜条件が 地域指定の基準に 採用されていな 
興対策が講じられている。 これらの施策はいわの い。 特定鳥山村 法 では農地の傾斜条件が 地域指定 
る 「中山間地域」を 対象としているが ，具体的な の基準として 採用されているが ，この基準によっ 

地域指定は個別の 施策の目的に 応じて設定されて て指定されている 市町村は少ないことが 指摘され 
いる。 実際には，既存の 地域指定の基準を 利用し ている ( 橋口， 200IL 。 このように農業が 主要な産 
て，個別の施策の 対象地域を選定している 場合が 業であ る中山間地域に 対する施策の 対象地域を選 
多い。 足 する基準の中で ，農地の傾斜条件が 十分に考慮 
一般的に「中山間地域」として 把握される地域 されていないことは ，政策の趣旨にあ った適切な 
は，農林統計の 基準と行政の 制度・施策の 基準を 対象地域を選択されないという 問題が生じる 可能 
利用している 場合が多い。 農林統計の基準では ， 性があ ると考える。 

農林業センサスの 農業地域類型区分の 定義から， そこで本研究では ，まず，既存の 地域指定の基 
中間農業地域と 山間農業地域を 合わせた地域が ， 準が， どの程度農地の 傾斜条件を反映しているか 

中山間地域として 把握されている。 行政の制度・ 検証した。 さらに，議論をより 具体的にするため ， 

施策の基準では ，中山間地域をはじめとした 条件 現在実施されている 施策として中山間地域等直接 
不利地域への 政策的・財政的支援を 目的とした制 支払制度 ( 以下，直接支払制度とする。 ) の実施状 
度・施策の対象地域として ，個別に地域指定の 基 況と農地の傾斜条件の 関係を分析した。 この結果 
準が決められている。 具体的には，山村振興法， から，既存の 地域指定の基準よって 中山間地域に 
過疎法，特定 員 山村法などの 地域振興立法の 地域 対する施策の 対象地域を選定する 場合の問題点を 
指定要件を準用して ，対象地域を 決めている場合 明らかにすることを 目的とした。 
が多い。 

しかし既存の 地域指定の基準を 利用するだけ Ⅱ 方法 
では，個別の 施策の目的に 応じた対象地域を 選定 

するのは困難な 場合があ る。 とくに，営農条件を 1. 分析の対象とした 地域指定の基準 
判断する上で 重要な農地の 傾斜条件について 既存 本研究でほ，中山間地域の 地域指定に関わる 代 
の地域指定の 基準でほ十分に 考慮されていないこ 表的な既存の 地域指定の基準として ，農林業セン 
とが指摘されている。 例えば，農業地域類型区分 サスの農業地域類型区分と ，地域振興立法のうち ， 



山村振興法，過疎法，特定 農 山村 法は ついて， 

地の傾斜条件との 関係を分析する。 

農
 
析の対象から 外した な ') 。 

2. 利用したデータと 分析の方法 

データの分析は ，国土数値情報 (N03-1lA, 行 
政界・海岸線，作成年度 : 1999 年 ) から作成した 
べクターデータに ，以下にあ げたデータの 属性情 
報を付与し市区町村単位で 集計した。 GIS によ 
る分析は ， Ⅲ qrT 而 ps6.8 (MicroImages 社製 GIS ソ 
フトウェア ) を用いた。 

  (1) 農地の傾斜条件に 関するデータ 
傾斜に関するデータは ，国土数値情報 (G04-56M, 
標高・傾斜度メッシュ ) の 1/4 細分メッシュにお 

ける最大傾斜のデータを 利用した。 分析には，国 

土数値情報 (L03-0gM, Ⅵ 0 細分区画土地利用デ 
ータ，作成年度 : 1997 年 ) の「水田」と「その 他 
の農用地」を 合わせた土地利用を 農地メッシュと 

し，農地メッシュと 重なる傾斜度メッシュ ( 以下， 
農地傾斜度メッシュとする。 ) を用いた。 

ただし傾斜度メッシュと 土地利用メッシュの 

セルの大きさが 異なるため，分析には 農地メッシ 

ュと重なるすべての 傾斜度メッシュを 利用した。 

傾斜度は， 0-2 度， 3-7 度， 8-14 度， 15-29 
度， 30 度以上の 5 段階に区分し 傾斜区分ごとに 

行政界の範囲に 含まれる傾斜度メッシュのセル 数 

を集計したものを ，行政界データに 属性情報とし 
て付与した。 

(2) 既存の地域指定に 関するデータ 
農業地域類型区分に 関するデータは ，農林水産 
省統計部より 入手した 2000 年世界農林業センサ 
スにおける農業地域類型区分のデータを 利用した。 
地域振興立法の 指定地域に関するデータ 注 ') は， 

地方農政局より 入手した 2002 年度，もしくは ， 

2003 年度における 地域振興立法の 指定状況のデ 
ータを利用した。 これらのデータを 行政界データ 
に 属性情報として 付与した。 

ただし農業地域類型区分や 地域振興立法指定 
地域は， 旧 市区町村単位で 指定されていることか 

ら，分析は現在の 市区町村の全域が 指定単位とな 
っている市区町村だけを 対象とし，現在の 市区町 
村内で，複数の 農業地域類型区分が 混在している 

場合や，部分的に 地域指定されている 場合は， 分 

3. 農地の傾斜条件による 市区町村の分類 
以上の分析では ，既存の地域指定の 基準の地域 
区分ごとに市区 W 村の農地の傾斜条件を 集計した。 

さらにここでは ，農地の傾斜条件が 近い市区町村 

を細かくグループ 化し各バループの 市区町村が， 
どの農業地域類型区分に 属すかを調べることで ， 

農地の傾斜条件との 関係をより詳細に 検証した。 

分類の方法は ，各市区町村について ，全傾斜 区 
分の農地傾斜度メッシュのセル 数に占める傾斜区 
分ごとの農地傾斜度メッシュのセル 数の割合を用 
いて， K.me ㎝ sCIusterAn 杣 ysis を行った 注 ， @ 。 統計 
分析には， SPSSl0 ． 0 を用いた。 

K-mean)sClusterAnalysis では，分類するグルー 
プの数を任意で 決める必要があ るため，既存の 基 

準の地域区分について 農地の傾斜条件を 詳細に分 
析するという 目的を考慮し 農業地域類型区分 4 

区分の 2 倍の 8 グループに分類することとした。 

4. 直接支払制度の 実施状況 
さらに，具体的な 施策として直接支払制度の 実 
施状況，既存の 地域指定の基準と 農地の傾斜条件 
の関係を分析した。 直接支払制度の 実施状況に関 
するデータ &,) は ，地方農政局より 人手した 2002 
年度の実施状況のデータを 利用した。 

Ⅲ 結果 

1. 農業地域類型区分と 農地の傾斜条件の 関係 
図 1 ( 上 : セル数の割合 ) は，農業地域類型区 

分の各地域区分について ，傾斜区分ごとに 各地域 
区分に属す市区町村の 農地傾斜度メッシュのセル 
数を合計し全傾斜区分の 農地傾斜度メッシュの 
セル数に占める 傾斜区分ごとの 農地傾斜度メッシ 
ュの セル数の割合を 集計したものであ る。 

図 1 ( 下 : 標準偏差 ) は，農業地域類型区分の 

各地域区分に 属す市区町村の ，全傾斜区分の 農地 
傾斜度メッシュのセル 数に占める傾斜区分ごとの 
農地傾斜度メッシュのセル 数の割合の標準偏差を 
集計したものであ る注 4) 。 

上下のグラフの 形状を対比すると ，都市・平地・ 
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かった市区 W 村を除いて計算した。 
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図 Ⅰ 農業地域類型区分と 農地の傾斜条件の 関係 
( 上 : セル数の割合， 下 : 標準偏差 ) 

山間農業地域では ，セル数の割合と 標準偏差のグ 
ラフの形が対応している。 しかし中間農業地域 
では，農地の 傾斜が 0-2 度と 15-29 度でセル数 
の割合は小さくなっているが ，標準偏差は 反対に 

大きくなっている。 

このことから ，中間農業地域では ，同じ地域区 

分に属す市区町村でも 農地の傾斜条件の 差異が大 
きく，農地の 傾斜条件による 地域的な特徴が 十分 
に 反映されてていないと 判断される。 

2. 地域振興立法指定地域と 農地の傾斜条件の 関 
係 

図 2 は，地域振興立法指定地域について ，図 1 

と同様に，セル 数の割合 ( 上 ) と標準偏差 汗 ) 

を集計したものであ る。 セル数の割合と 標準偏差 
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注 ) 標準偏差は， GIS による分析で 農地が存在しな 
かった市区田井十を 除いて計算した。 

  づ一特肚 - テ ・過疎 一 A 一山村 l 
図 2  地域振興立法と 農地の傾斜条件の 関係 
( 上 : セル数の割合， 下 : 標準偏差 ) 

のグラフは，指定地域間の 違いがほとんどなく ， 

グラフの形は 図 1 の山間農業地域に 近いことがわ 

かる。 

3. 農地の傾斜条件による 市区町村の分類結果と 
農業地域類型区分の 関係 

図 3 ( 田は，分類された 各バループについて ， 

傾斜区分ごとに 各バループに 属す市区町村の 農地 
傾斜度メッシュのセル 数を合計し全傾斜区分の 
農地傾斜度メッシュのセル 数に占める傾斜区分ご 
との農地傾斜度メッシュのセル 数の割合を集計し 
たものであ る。 

図 3 ( 下 ) は ， 各バループに 属す市区町村 数を 

農業地域類型区分ごとに 集計したものであ る。 
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農地の傾斜 0 - 2 度が 50% 以上のグループ 

(Gro ㎎ 1,2) にほ都市的地域と 平地農業地域の 市 
区町村が多く 含まれていた。 15 度以上が 50% 以上 

のグループ (Group6,7,8) には山間農業地域の 市 
区町村が多く 含まれていた。 3 -7 度と 8- 14 度が 

50% 以上のグループ (Group4,5) には，中間農業 
地域の市区町村が 多く含まれていた。 

4. 直接支払制度の 実施状況と農地の 傾斜条件の 
関係 

表 1 に，農業地域類型区分，地域振興立法の 指 

定地域，および ，農地の傾斜条件によを 市区町村 
の分類結果と 直接支払制度の 実施状況の関係を 示 

した。 ここでの実施率は ，直接支払制度の 対象市 

区 町村のうち， 2002 年度時点で制度が 実施されて 

いる市区町村の 割合であ る。 

農業地域類型区分ごとの 実施率は，中間・ 山間 
農業地域で 85% 以上の高い実施率となっている。 

都市的地域や 平地農業地域でも ，対象市区町村は 

少ないが，地域振興立法の 指定要件に該当する 場 

合があ り，制度の対象地域に 入っている市区町村 

が見られる。 そのような市区 W 村でも，実施率は 
G 恥 upGro 叩 G 田 upGrmupGro 叩 GrmupGr ㎎ Gr 叩 50% を超えている。 
1  2  3  4  5  6  7  8 

地域振興立法指定地域ごとの 実施率は，いずれ 
l 口都市日平地口中間山山間 l も 90% 以上の高い実施率で ，指定地域間の 違いは 

柱 ) 各バループに 分類された市区町村数は ， ㎝ oupl:365,  ほとんどない。 
Group2:@ 269 ， Group3:@ 149 ， Group4:@ 268 ， Group5:@ 185 ， 傾斜分類ごとの 実施率は， 緩 傾斜地が大部分を 
Group6:238,Group7:192,G 恥 up8:31 であ る。 

占め，対象農用地が 少ない地域の 実施率 は 低くな 

図 3  農地の傾斜条件による 市区町村の分類結果 ( 上 ) っている。 また，傾斜条件が 厳しくなるにしたが 
と 農業地域類型区分の 関係 ( 下 ) って，実施率が 低下する傾向が 読み取れる。 

表 Ⅰ 農業地域類型区分，地域振興立法の 指定地域，および ， 
W  考察 

農地の傾斜条件による 分類結果と直接支払制度の 実施状況の関係 

都市 平地 中間 山間 時鳥 過疎 山村 
1. 農業地域類型区分と 農地の傾 

実施市区 研寸数 58@ 87@ 357@ 372@ 1024@ 922@ 400 科条件の関係 

不実施市区町村 数 3@  77  59  53  91  l03  33  中間農業地域で 農地の傾斜条件の 差 

実施率 (%) 65.2 53.0 85.8 87.5 91.8 90.0 92.4 異が大きくなった 結果については ， 地 

Group@1@ Group@2@ Group@3@ Group@4@ Group@5@ Group@6@ Group@7@ Group@8 
  城 区分を決定 

27 63 43 161 154 212 165 
する順序 と， 

実施市区町村 数 
不実施市区町村 数 45 35 17 33   19 25 G5 中間農業地域 
実施率 (%) 37.5 %.3 7 Ⅰ． 7 83.0 95.7 91.8 86.8 83.9 

以外の地域 区 
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分の決定する 指標が影響していると 考える。 
農業地域類型区分は ，山間農業地域，都市的地 
域，平地農業地域，中間農業地域の 順に地域を区 
分することから ，中間農業地域は ，他の地域区分 
に入らなかった 地域という性格を 持つ。 

平地農業地域を 決定する指標には ，農地の傾斜 
条件に関する 指標が含まれているが ，図 1 から都 

市的地域と平地農業地域の 農地の傾斜条件ほほ と 
んど違いがなく ，山間農業地域以覚の 急傾斜農地 
が分布する市区町村は ，すべて中間農業地域に 属 
す結果となっている。 

さらに，傾斜区分による 市区町村の分類結果か 
ら，中間農業地域の 市区町村は， 3-7 度と 8-14 
度が 50% 以上のグループ ( ㎝ roup4,5) に多く含ま 
れていた。 一般的に，水田では 1 ね 0 の勾配 ( 約 3 

度の傾斜 ) 以上，畑では 8 度以上が急傾斜地とし 

て区分されることから ，同じ中間農業地域内でも ， 

作付けの違いなどによって 多様な営農形態が 存在 
することが予想される。 
以上のことから ，農業地域類型区分の 中間農業 
地域は，農業地域区分としての 特徴があ いまいで 

あ ると考える。 

2. 地域振興立法と 農地の傾斜条件の 関係 
地域振興立法指定地域における 農地の傾斜条件 
は，図 2 から地域指定間の 差異がほとんどなく ， 

農業地域類型区分の 山間農業地域に 近い結果とな 
った。 

その原因として ，特定 農 山村治と山村振興法の 
指定地域は，林野率 75% 以上という同じ 指標が指 
定要件にあ り，対象地域が 共通していることがあ 
げられる。 特定 農 山村 法 では，農地の 傾斜条件が 
指定要件に入っているが ，この要件によって 指定 

されている地域は 少ないことが 指摘されている 
( 橋口， 2001) 。 その他の指定要件は ，人口減少率 
などの社会経済条件による 指標が採用きれており ， 

営農条件と直接関係のあ る指標ではない。 
以上のような 指定要件が採用されているため ， 

地域振興立法指定地域でほ ，中間農業地域に 属す 
ような農地の 傾斜条件の地域は ，営農条件の 不利 
な 地域として十分にカバ 一できない可能性があ る 

と考える。 

3. 直接支払制度の 実施状況と農地の 傾斜条件の 
関係 

直接支払制度の 対象地域は，まず ，地域振興立 
法の指定地域であ ることが要件となっていること 

から，上記で 指摘したよ う に，営農条件の 不利な 

地域が十分にカバーされない 可能性があ る。 ただ 

し地域振興立法の 指定地域覚も 対象地域にする 
ことができるよ う に，特認基準が 設けられており ， 

制度の運用によって 上記の問題を 解決している 

( 山下， 2001) 。 
しかし直接支払制度の 実施状況は，表 1 から 

農地の傾斜条件によって 差異のあ ることがわかっ 

た。 とくに，農地の 傾斜条件の厳しい 市区町村で 
は，制度の実施率が 低くなる傾向が 見られた。 こ 

のことほ，農地の 傾斜条件が厳しい 地域では，制 

度の導入が困難になることを 示していると 考える。 

一方，会計検査院 (2 ㎝ 1) による直接支払制度 
の 実施状況に関する 報告では，制度を 実施してい 

る市区町村における 対象農用地面積に 占める実施 

農用地面積の 割合は，とくに 農地の傾斜条件と 関 
係なく，市区町村で 差異のあ る結果となっている。 
その理由として ，社会経済条件の 違いや市町村に 
よる対応の違いによって ，制度の取組状況に 違い 

があ ることを指摘している。 

以上のことから ，直接支払制度の 仕組みとして 
は ，既存の基準を 利用した上で ，対象地域を 十分 
にカバ一できるように 設計されているが ，農地の 

傾斜条件やその 他の要因によって ，市区町村にお 

ける制度の導入や 取組状況に差異が 生じているこ 

とから，それらの 要因に応じた ，個別の制度の 推 

進対策をとる 必要があ ると考える。 

V  結論 

本研究では，中山間地域に 対する施策の 対象地 

域を決める既存の 地域指定の基準が ，営農条件を 
判断する上で 重要な指標であ る農地の傾斜条件を 
どの程度反映しているかを 検証し既存の 地域指 
定の基準の問題点を 指摘した。 その結果として ， 

既存の地域指定の 基準は，農地の 傾斜条件の地域 
的な特徴を十分に 反映していないことが 明らかと 

なった。 このことから ，農地の傾斜条件の 基準を 
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導入することによって ，より営農条件を 反映した 立法の措定地域では ， 各法 に指定された 全市町村に占 

地域指定が可能になると 考えられた。 める全域指定市町村の 割合と都道府県ごとの 標準備 

農地の傾斜条件は ，地目や営農形態の 違いによ 差が，特定鳥山村地域では 69.9% と l9.5, 過疎地域で 

って条件不利性が 異なることから ，実際に農地の は 99.7% と 4.4, 振興山村では 39.7% と @8.3 となって 

傾斜条件を地域指定の 基準として導入するには ， いる。 振興山村は部分指定の 市町村が多いため ，サン 

地目や営農形態の 違いによって 傾斜条件の基準を プル数が他の 地域指定に比べて 少なくなっている。 

変える必要があ る。 また，地域指定の 基準を適用 3) 傾斜区分ごとの 5 つの変数を用いて 分類を行 j ことか 

する優先順位が 指定地域の特徴を 決める重要な 要 ら ，著者が複雑な 基準値を設定し ，その基準値を 設定 

因 となっていることから ，営農の困難度に 直接関 した根拠を示すよりも ，クラスタ一分析を 用いて統計 

わる指標であ る農地の傾斜条件は ，基準を適用す 的に処理をした 方が，簡潔で 客観的な分類方法になる 

る 優先順位は高くする 必要があ ると考える。 と 考えたため，本論の 分類方法を用いた。 

ただし農地の 傾斜条件だけでほ 営農条件の 一 4) 各農業地域類型区分に 分類されている 市区町村につ い 

部の条件しか 反映しないことから ，農地の傾斜条 て 傾斜区分ごとの 傾斜条件のばらつきを 比較したも 

件 以外の営農条件や 社会経済条件と 関連付けて， ので，標準偏差が 大きくなるほど ，同じ農業地域類型 

目的に応じた 地域指定の基準を 検討する必要があ 区分に分類されている 市区町村でも ，農地の傾斜条件 

る 。 本研究の分析は 農地の傾斜条件に 限定して 議 の違いが大きくなることを 示している。 ただし傾斜 

諭 したため，農地の 傾斜条件以外の 要因を考慮し 区分ごとの農地傾斜度メッシュのセル 数の割合が大 

た 総合的な中山間地域の 地域指定の基準の 検証 と きくなるほど ，標準偏差も 大きくなる傾向があ ること 

新たな地域区分方法の 提案は今後の 課題としたい。 から，標準偏差の 値の大ききだけでなく ，上下のグラ 

フの形状を比較する 必要があ る。 
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